
様式 １ 公表されるべき事項

国立大学法人九州大学（法人番号3290005003743）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1 役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

②令和5年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

③ 役員報酬基準の内容及び令和5年度における改定内容

① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国
立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・
地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人約4,300人）や教育・研
究事業で比較的同等と認められる、以下の法人等を参考とした。

(1) 国立大学法人（大規模総合大学）
当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施しており、法人の長、理事及び

監事の年間報酬額は同水準と推定される。

(2) 事務次官年間報酬額･･･23,235,000円

当法人においては、平成17年度より期末特別手当において、国立大学法人評価委員会が行
う業績評価の結果及び業務に対する貢献度等を総合的に勘案して、期末特別手当の額を100
分の10の範囲内で増額又は減額することができることとしている。

法人の長の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成さ
れている。月額については、国立大学法人九州大学役員給与規則
に則り、本給月額（1,178,000円）に地域手当（117,800円（地域手当
の支給割合を100分の10とした場合））を加算して算出している。

期末特別手当についても、国立大学法人九州大学役員給与規則
に則り、それぞれの基準日現在において、期末特別手当基準額（本
給月額に地域手当の月額を加えた額（以下「基礎額」という。）＋本
給月額に100分の25を乗じて得た額＋基礎額に100分の20を乗じて
得た額）に100分の170を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間
におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。

また、期末特別手当について、国立大学法人評価委員会が行う業
績評価の結果及び業務に対する貢献度等を総合的に勘案して、期
末特別手当の額を100分の10の範囲内で増額又は減額することが
できることとしている。

その他、通勤手当及び単身赴任手当を支給することがある。
なお、令和5年度は、次のとおり改定を実施した。

［令和5年1月1日実施］
・役員本給表の改定
・期末特別手当の支給割合の引上げ
・一時金の支給
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理事

理事（非常勤）

監事

理事の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されて
いる。月額については、国立大学法人九州大学役員給与規則に則
り、本給月額（763,000～898,000円）に地域手当（76,300～89,800円
（地域手当の支給割合を100分の10とした場合））を加算して算出し
ている。

期末特別手当についても、国立大学法人九州大学役員給与規則
に則り、それぞれの基準日現在において、期末特別手当基準額（基
礎額＋本給月額に100分の25を乗じて得た額＋基礎額に100分の
20を乗じて得た額）に100分の170を乗じ、さらに基準日以前6箇月以
内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額
としている。

また、期末特別手当について、国立大学法人評価委員会が行う業
績評価の結果及び業務に対する貢献度等を総合的に勘案して、期
末特別手当の額を100分の10の範囲内で増額又は減額することが
できることとしている。

その他、通勤手当及び単身赴任手当を支給することがある。
なお、令和5年度は、次のとおり改定を実施した。

［令和5年1月1日実施］
・役員本給表の改定
・期末特別手当の支給割合の引上げ
・一時金の支給

理事（非常勤）の報酬支給基準は、非常勤役員手当から構成され
ている。非常勤役員手当の月額については、国立大学法人九州大
学役員給与規則に則り、常勤の役員の本給を基に、非常勤の役員
となった者の経歴及び役員としての職務、勤務形態を考慮して、総
長が個別に定めることとなっている。

その他、通勤手当を支給することがある。
なお、令和5年度において、役員報酬基準の改正は行っていな

い。

監事の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されて
いる。月額については、国立大学法人九州大学役員給与規則に則
り、本給（708,000円）に地域手当（70,800円（地域手当の支給割合を
100分の10とした場合））を加算して算出している。

期末特別手当についても、国立大学法人九州大学役員給与規則
に則り、それぞれの基準日現在において、期末特別手当基準額（基
礎額＋本給月額に100分の25を乗じて得た額＋基礎額に100分の
20を乗じて得た額）に100分の170を乗じ、さらに基準日以前6箇月以
内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額
としている。

また、期末特別手当について、国立大学法人評価委員会が行う業
績評価の結果及び業務に対する貢献度等を総合的に勘案して、期
末特別手当の額を100の10の範囲内で増額又は減額することができ
ることとしている。

その他、通勤手当及び単身赴任手当を支給することがある。
なお、令和5年度は、次のとおり改定を実施した。

［令和5年1月1日実施］
・役員本給表の改定
・期末特別手当の支給割合の引上げ
・一時金の支給
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監事（非常勤）
監事（非常勤）の報酬支給基準は、非常勤役員手当から構成され

ている。非常勤役員手当の月額については、国立大学法人九州大
学役員給与規則に則り、常勤の役員の本給を基に、非常勤の役員
となった者の経歴及び役員としての職務、勤務形態を考慮して、総
長が個別に定めることとなっている。

その他、通勤手当を支給することがある。
なお、令和5年度において、役員報酬基準の改正は行っていな

い。
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２ 役員の報酬等の支給状況
令和5年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,837 14,109 6,087
1,410

230
（地域手当）

（一時金）
千円 千円 千円 千円

16,697 10,749 4,636
1,074

50
186

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

17,056 10,749 4,636
1,074

409
186

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,958 10,749 4,636
1,074

311
186

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

15,251 9,822 4,238
982
50

158

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

15,355 9,822 4,238
982
154
158

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）
4月1日

千円 千円 千円 千円

16,016 9,822 4,432
1,571

24
166

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）
3月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

11,742 7,616 2,562
761
660
141

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）
6月1日

千円 千円 千円 千円

5,340 5,340 0 0
（ ）

千円 千円 千円 千円

6,324 6,324 0 0
（ ）

4月1日

千円 千円 千円 千円

13,244 8,478 3,657
847
120
141

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

3,552 3,432 0 120 （通勤手当）

注1： 総額・各内訳について千円未満切捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注2：

注3：

注4： 「前職」欄の「◇」は、役員出向者であることを示す。

E理事

F理事

G理事

H理事
（非常勤）

I理事
（非常勤）

A監事

「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する常勤の役
員に支給されているものである。

法人の長

A理事

B理事

D理事

前職

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

「一時金」とは、令和6年1月1日に施行した国立大学法人九州大学役員給与規則の一部を改
正する規則により、期末特別手当の支給割合を改めた場合に令和5年12月に支給されることと
なる給与の額と実際に令和5年12月に支給された給与の額の差額を支給するものである。

B監事
（非常勤）
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３ 役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
法人の長

理事
国立大学法人九州大学は、2011年の創立百周年を機に、新たな

百年に向けて、すべての分野において世界のトップ百大学に躍進
する、「躍進百大」というスローガンを掲げ、「自律的に改革を続け、
教育の質を国際的に保証するとともに、常に未来の課題に挑戦する
活力に満ちた最高水準の研究教育拠点となる」を基本理念としてい
る。

また、国立大学法人九州大学が目指す「総合知で社会変革を牽
引する大学」を実現するために「Kyushu University VISION 2030」を
策定し、未来社会デザイン統括本部やデータ駆動イノベーション推
進本部、オープンイノベーションプラットフォーム等の設置により研究
戦略から社会実装まで一体的に推進するなど、様々な取り組みを総
長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、国立大学法人九州大学の理事は、総長を補佐して
本学の業務を掌理し、総長に事故があるときはその職務を代理し、
総長が欠員のときはその職務を行うという職務を担っている。

理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員
報酬59,202千円と比較した場合、それ以下となっている。

国立大学法人九州大学では、理事の本給月額を法人化移行前の
国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、
理事の職務内容は、法人化移行時に比べ格段に困難になってい
る。

なお、給与の決定に当たっては、国立大学法人評価委員会が行う
業績評価の結果を勘案している。

こうした職務内容の特性や民間企業役員報酬との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

国立大学法人九州大学は、2011年の創立百周年を機に、新たな
百年に向けて、すべての分野において世界のトップ百大学に躍進
する、「躍進百大」というスローガンを掲げ、「自律的に改革を続け、
教育の質を国際的に保証するとともに、常に未来の課題に挑戦する
活力に満ちた最高水準の研究教育拠点となる」を基本理念としてい
る。

また、国立大学法人九州大学が目指す「総合知で社会変革を牽
引する大学」を実現するために「Kyushu University VISION 2030」を
策定し、未来社会デザイン統括本部やデータ駆動イノベーション推
進本部、オープンイノベーションプラットフォーム等の設置により研究
戦略から社会実装まで一体的に推進するなど、様々な取り組みを総
長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、国立大学法人九州大学の総長は、職員数約8,000
人の法人の代表として、その校務をつかさどり、所属職員を統督する
とともに、本学を代表し、その業務を総理するという職務を担ってい
る。

総長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員
報酬59,202千円と比較した場合、それ以下であり、また事務次官の
年間給与額23,235千円と比べてもそれ以下となっている。

国立大学法人九州大学では、総長の本給月額を法人化移行前の
国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、
総長の職務内容は、法人化移行前に比べて格段に困難になってい
る。

なお、給与の決定に当たっては、国立大学法人評価委員会が行う
業績評価の結果を勘案している。

こうした職務内容の特性や民間企業役員報酬及び事務次官の年
間給与額との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられ
る。
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理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

理事（非常勤）の報酬基準は、理事の報酬を基準に経歴及び職
務、勤務形態を勘案したものとなっており、理事と同様の理由によ
り、報酬水準は妥当であると考えられる。

国立大学法人九州大学は、2011年の創立百周年を機に、新たな
百年に向けて、すべての分野において世界のトップ百大学に躍進
する、「躍進百大」というスローガンを掲げ、「自律的に改革を続け、
教育の質を国際的に保証するとともに、常に未来の課題に挑戦する
活力に満ちた最高水準の研究教育拠点となる」を基本理念としてい
る。

また、国立大学法人九州大学が目指す「総合知で社会変革を牽
引する大学」を実現するために「Kyushu University VISION 2030」を
策定し、未来社会デザイン統括本部やデータ駆動イノベーション推
進本部、オープンイノベーションプラットフォーム等の設置により研究
戦略から社会実装まで一体的に推進するなど、様々な取り組みを総
長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、国立大学法人九州大学の監事は、本学の業務を監
査し、監査報告を作成するという職務を担っている。

監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員
報酬59,202千円と比較した場合、それ以下となっている。

国立大学法人九州大学では、監事の本給月額を法人化移行前の
国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、
監事の職務内容は、法人化移行時に比べ格段に困難になってい
る。

なお、給与の決定に当たっては、国立大学法人評価委員会が行う
業績評価の結果を勘案している。

こうした職務内容の特性や民間企業役員報酬との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

監事（非常勤）の報酬基準は、監事の報酬を基準に経歴及び職
務、勤務形態を勘案したものとなっており、監事と同様の理由によ
り、報酬水準は妥当であると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国
立大学法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水
準は妥当であると考える。
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４ 役員の退職手当の支給状況（令和5年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

2,949
(42,161)

2
(42)

6
(0)

令和5年
3月31日

1.050

千円 年 月

2,631 2 6
令和5年
3月31日

1.025

千円 年 月

該当者なし

５ 退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

法人の長

理事J

監事

当該理事は、教育研究、評価・IR、同窓会、基金、地区調整を担当し、評価・IR担当として、教員活動
評価において全学共通の評価基準に加え部局独自の評価基準を導入した。また、科学研究費助成事
業の審査時に参照される「researchmap」（科学技術振興機構）と本学の「教員活動進捗・報告システム
（Q-RADeRS）」のデータ連携機能実装により教員の更なる負担軽減・効率化を図ったことに加えて、エ
ルゼビア社の研究分析ツール「SciVal」と研究者プロファイリングツール「Pure」の学内普及により、学内
教職員に対しての研究IRに関するスキルアップを図るなど、教育研究活動等の改善のための点検・評価
及びIR活動の推進を実施した。

また、同窓会担当として、国内外の同窓会活動の支援、大学と同窓会の双方向からの情報交換、新た
な同窓会設立支援等を実施し、With&Beyondコロナとしてのニューノーマル時代に即した方法を模索し
ながら、効率的・効果的に人的ネットワークを構築するなど、本学の運営に大きく貢献した。

当該理事の業績勘案率については、これら担当業務に対する貢献度と国立大学法人評価委員会が
行う業務の実績に関する評価結果を総合的に勘案した上で、経営協議会の議を経て、1.050と決定し
た。

法人の長

理事J

該当者なし監事

法人での在職期間

判断理由

該当者なし

理事K

注１： 理事Ｊについては、役員在職期間を国立大学法人九州大学役員退職手当規則に適用させて算出した
金額を記載するとともに、括弧内に、役員在職期間に職員在職期間を通算した期間（「法人での在職期
間」欄の括弧の期間）をもって当該役員の在職期間として算出した金額を記載した。

理事K

当該理事は、広報、安全衛生、ハラスメント防止、高大連携を担当し、グローバル化により多様化する
学生・教職員に対し、事故を未然に防止するため、化学物質等に関する安全教育を定期的に実施した
ほか、教職員を対象としたストレスチェックや、敷地内全面禁煙の推進等の健康増進の取組みを実施す
る等、より安全で健康な教育研究環境を整備した。

さらに、大学の関連情報を国内外へ積極的かつ効率的に発信するため、メディアとの緊密な関係構築
による情報発信力の強化、また、国内外への重要な情報発信ツールである本学Webサイトを充実するた
め、学内広報誌等の電子版出版物のWebサイトでの公開やトップページのリニューアル等を行い、広報
力の強化を行う等、本学の運営に大きく貢献した。

当該理事の業績勘案率については、これら担当業務に対する貢献度と国立大学法人評価委員会が
行う業務の実績に関する評価結果を総合的に勘案した上で、経営協議会の議を経て、1.025と決定し
た。
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【文部科学大臣の検証結果】

６ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

国立大学法人九州大学役員給与規則において、総長は、国立大学法人評価委員会が行う
業績評価の結果及び業務に対する貢献度等を総合的に勘案して、期末特別手当の額を100分
の10の範囲内で増額又は減額することができることとしており、今後も、現制度を継続する予定
である。

在職期間における法人及び個人の業績などを考慮すると、役員の退職手当の水準は妥
当であると考える。
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Ⅱ 職員給与について
１ 職員給与についての基本方針に関する事項

① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

② 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
の仕組み及び導入実績を含む。）

当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務員のほ
か、令和5年職種別民間給与実態調査によるデータのうち、「表10 職種別、企業規模別、学
歴別、年齢階層別平均支給額（事務・技術関係職種）（企業規模500人以上）」を参考にした。

(1) 国立大学法人（大規模総合大学）
当該法人は、教育・研究等において類似する国立大学法人であり、法人規模についても同

等となっている。

(2) 国家公務員
令和5年において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は404,015円と

なっており、全職員の平均給与月額は412,747円となっている。

(3) 職種別民間給与実態調査
当該法人と同等の規模や職種の大学卒の4月の平均支給額は584,312円となっている。

なお、人件費については、平成16年3月末の定員を基礎として定めた人員を基に全学にお
ける年間の人件費を算出し、その算出された範囲内で運用する。

運用に当たっては、全学における人員配置と人件費の計画・管理を一体的に行うため、月
別・職種別人件費の執行状況を把握し、適正かつ効率的に行う。

職員の発揮した能率又は勤務成績等に応じて、現に受けている基本給についての昇給・昇
格・降格及び6月・12月に支給する賞与における支給割合の増減を行っている。

① 昇給
1月1日に、前年の勤務成績に応じて、上位の号に昇給させることができる。昇給の号数は、5

段階の区分を設け、1号～8号としている（55歳以上の職員については、昇給号数を抑制す
る。）。

② 昇格・降格
昇格：勤務成績が良好であり、かつ国家公務員の給与法に準じた基準を満たす者で、職務

能力等が適当と認められる者については、上位の職務の級に決定することができる。
降格：勤務成績の不良等により、現在の職務の級が不適当と認められる者については、下位

の職務の級に決定することができる。

③ 勤勉手当
6月1日及び12月1日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員及び基準日前1月以

内に退職した職員に対し、基準日前6箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支
給割合を決定し、支給する。

また、当法人においては、承継職員の教員の一部を年俸制とし、平成26年度より業績給を
導入した。令和2年度からは教員の業績評価制度及び新たな年俸制制度を創設しており、業
績給の支給に当たっては、本学が定める業績評価基準に基づき、標準の評価と比べ、年間で
最大31%の業績給の増加が見込まれる。
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③  給与制度の内容及び令和5年度における主な改定内容

国立大学法人九州大学職員給与規程に則り、基本給月額及び諸手当（基本給調整額、基
本給調整額に準ずる手当、管理職手当、初任給調整手当、地域手当、地域調整手当、広域
異動手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、別府病院支援配置手当、特地
勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、在勤手当、特殊勤務手当、入試手当、学位論文調
査手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜勤手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手
当、期末手当、勤勉手当、遠隔地手当及び寒冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（基本給及び扶養手当の月額並びこれらに対する
地域手当又は地域調整手当及び広域異動手当（以下「地域手当等」という。）の月額の合計
額）に100分の122.5（管理職手当が支給される職員のうち、本学が指定するものにあっては
100分の102.5、指定職基本給表の適用を受ける職員にあっては100分の65）を乗じ、さらに基
準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（基本給及びこれに対する地域手当等の月額の合
計額）に職員の勤務成績に応じて本学が定める割合を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の
期間におけるその者の勤務期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

また、国立大学法人九州大学病院において看護、検査等の業務に従事する職員の処遇改
善に係る手当に関する特例を定める規程に則り、看護職員等職務手当を支給している。

なお、令和5年度では、次のとおり改定を実施した。
［令和5年4月1日実施］
・別府病院支援配置手当の新設

［令和5年6月1日実施］
・特殊勤務手当のうち、防疫等作業手当の一部区分を削除

［令和6年1月1日実施］
・基本給表の改定
・基本給調整額の調整基本額の改定
・初任給調整手当の改定
・期末手当の支給割合の引上げ
・一時金の支給

［令和6年2月1日実施］
・在勤手当の新設
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２ 職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

2,992 45.5 7,324 5,406 126 1,918
人 歳 千円 千円 千円 千円

944 43.1 6,222 4,643 164 1,579
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,095 52.0 9,515 6,915 143 2,600
人 歳 千円 千円 千円 千円

677 39.6 5,876 4,426 59 1,450
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

29 44.3 5,884 4,373 138 1,511
人 歳 千円 千円 千円 千円

241 41.9 5,974 4,454 85 1,520
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 40.5 5,503 4,112 103 1,391
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 44.5 5,860 4,332 146 1,528

人 歳 千円 千円 千円 千円

70 62.6 4,322 3,652 190 670
人 歳 千円 千円 千円 千円

63 62.6 4,283 3,621 200 662
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.5 5,354 4,500 77 854
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 62.8 3,774 3,184 129 590

人 歳 千円 千円 千円 千円

480 38.5 4,405 4,002 100 403
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 38.8 3,837 2,900 164 937
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

113 25.7 4,768 3,700 39 1,068
人 歳 千円 千円 千円 千円

41 29.0 4,433 3,360 32 1,073
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 42.6 5,249 3,881 114 1,368
人 歳 千円 千円 千円 千円

303 44.2 4,177 4,177 129 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 55.7 8,402 7,035 173 1,367
人 歳 千円 千円 千円 千円

人員及び平均年齢は令和6年4月1日現在（②において同じ）

医療職種
（病院医療技術職員）

事務・技術
（プロジェクト支援職員等）

注1：
注2： 令和5年度中に給与を減額されることなく支給された職員で、令和6年4月1日に在職している

者についての状況を記載（以下④まで同じ）。

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

その他教育職種
（研究職）

教育職種
（プロジェクト教員等）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

人員

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

事務・技術

教育職種
（大学教員）

常勤職員

非常勤職員

事務・技術

技能・労務職種

専門行政職種

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

再任用職員

区分 うち賞与うち所定内平均年齢
令和5年度の年間給与額（平均）

総額
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常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
非常勤職員については、常勤職員と同じ勤務時間数（週38時間45分）の者を対象としている。
技能・労務職種とは、工作機械工、薬剤助手等の業務に従事する職員をいう。
専門行政職種とは、専門的な職務に従事する職員をいう。
その他医療職種（医療技術職員）とは、病院以外の施設に勤務する医療技術職員をいう。
その他医療職種（看護師）とは、病院以外の施設に勤務する看護師をいう。
非常勤職員の「その他教育職種（研究職）」とは、主に外部資金により雇用している職員をいう。

在外職員及び任期付職員については該当者がいないため記載を省略した。

[年俸制適用者]

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

613 45.2 8,635 6,437 115 2,198
人 歳 千円 千円 千円 千円

597 44.9 8,530 6,273 115 2,257
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 57.5 12,571 12,571 135 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

365 41.7 4,521 4,521 98 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

89 35.0 3,417 3,417 55 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

138 42.5 6,491 6,491 98 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 48.3 6,262 6,262 146 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

126 45.1 2,976 2,976 124 0

在外職員、任期付職員及び再任用職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。

注3： 非常勤職員の「職域限定職種」とは、就業の場所及び従事する業務を限定し、恒常的かつ定
型的な業務に従事する職員をいう。

教育職種
（プロジェクト教員等）

高度専門職種

職域限定職種

注1：
注2： 非常勤職員の「高度専門職種」とは、高度の専門的知識及び能力を必要とする職務に従事す

る職員をいう。

常勤職員（年俸制）

新年俸制適用教員

旧年俸制適用教員

非常勤職員（年俸制）

医療職種
（病院医師）

注16： 再任用職員のうち「医療職種（病院医師）」、「教育職種（大学教員）」、「技能・労務職種」、「専
門行政職種」、「その他医療職種（看護師）」、「その他医療職種（医療技術職員）」、「指定職
種」、「新年俸制適用教員」、「旧年俸制適用教員」及び「その他」については該当者がいない
ため記載を省略した。

注19： 非常勤職員のうち「教育職種（大学教員）」及び「技能・労務職種」については該当者がいない
ため記載を省略した。

区分 人員 平均年齢
令和5年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

注18： 非常勤職員のうち、「事務・技術（プロジェクト支援職員等）」については、該当者が1人のた
め、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、非常
勤職員全体の数値からも除外している。

注17： 非常勤職員のうち、「医療職種（病院医師）」については、該当者が2人のため、当該個人に関
する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、非常勤職員全体の数値
からも除外している。

注13： 常勤職員のうち、「技能・労務職種」については、該当者が1人のため、当該個人に関する情
報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、常勤職員全体の数値からも除
外注14： 常勤職員のうち「医療職種（病院医師）」、「指定職種」及び「その他」については該当者がいな
いため記載を省略した。

注15：

注5：

注3： 令和5年度の年間給与額（平均）には、1年間に支給された給与額（時間外手当を除く。）の平
均を記載。

注4：

注11： 非常勤職員の「教育職種（プロジェクト教員等）」とは、特定の目的のための教育研究業務に
従事する職員をいう。

注12： 非常勤職員の「事務・技術（プロジェクト支援職員等）」とは、事務組織における教育研究プロ
ジェクトの支援に関する業務に従事する職員をいう。

注6：
注7：
注8：
注9：

注10：
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② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注： 年齢20～23歳の該当者は1人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあるこ
とから、年間給与については表示していない。

注： 年齢28～31歳の該当者は4人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあるこ
とから、年間給与額の第1・第3分位については表示していない。
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  注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 12 56.0 9,724

課長 61 53.0 8,271

課長補佐 102 50.5 7,150

係長 374 46.5 6,395

主任 149 42.9 5,749

係員 246 32.1 4,549

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 432 57.4 11,174

准教授 356 50.0 8,993

講師 47 51.7 8,283

助教 248 45.4 7,138

助手 6 57.7 6,690

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1

副看護部長 7 56.8 8,248

看護師長 44 51.5 7,767

副看護師長 106 44.9 6,365

看護師 519 37.3 5,503

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

千円

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

12,195～8,199

9,082～6,642

8,142～6,249

8,202～4,500

7,268～5,718

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

千円

15,511～9,166

11,511～7,103

9,083～6,948

8,150～6,103

6,891～4,621

6,642～3,616

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

注： 看護部長の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
平均年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

千円

8,564～7,868

8,516～6,077

7,339～4,992

7,199～4,250
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④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.5 54.8 54.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.5 45.2 45.3

％ ％ ％

         最高～最低 53.7～41.9 56.9～41.9 55.4～41.9

％ ％ ％

55.1 55.1 55.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.9 44.9 44.9

％ ％ ％

         最高～最低 48.7～41.5 48.7～41.5 48.7～41.5

（教育職員（大学教員））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

50.8 51.0 50.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 49.2 49.0 49.1

％ ％ ％

         最高～最低 59.5～42.0 59.5～42.1 59.5～42.0

％ ％ ％

55.3 55.3 55.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.7 44.7 44.7

％ ％ ％

         最高～最低 50.8～41.5 50.8～33.2 50.8～39.3

（医療職員（病院看護師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

55.3 54.9 55.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.7 45.1 44.9

％ ％ ％

         最高～最低 48.7～41.7 48.7～41.7 48.7～41.7

％ ％ ％

55.1 55.1 55.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.9 44.9 44.9

％ ％ ％

         最高～最低 48.7～40.4 48.7～40.4 48.7～40.4

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

賞与（令和5年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）
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３ 給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員
項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案 88.3
・年齢・地域勘案  94.1
・年齢・学歴勘案  87.3
・年齢・地域・学歴勘案 93.7
（参考）対他法人  102.3

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

給与水準の妥当性の
検証

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 32.3%】
（国からの財政支出額43,990百万円、支出予算の総額136,263百万円：令
和5年度予算）
【累積欠損額 0円(令和4年度決算)】
【検証結果】
指標は国の水準以下であり、適切である。

講ずる措置
今後も国の給与水準を参考にしつつ、本学の現在及び将来の財務状況

を考慮した上で、引き続き適正な給与水準の維持に努めていきたい。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業

員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））

当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水
準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続
き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。
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○医療職員（病院看護師）

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 96.2

（注）

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案  105.0
・年齢・地域勘案   102.9
・年齢・学歴勘案 104.8
・年齢・地域・学歴勘案  103.7
（参考）対他法人 104.0

上記比較指標は、法人化前の教育職(一)と行政職(一)の年収比率を基礎に、令和4年度の教
育職員（大学教員）と国の行政職(一)の年収比率を比較して算出した指数である。

なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職(一)）との
給与水準（年額）の比較指標である。

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

在職者の諸手当（特に地域手当）の支給状況により影響を受けること、令
和5年国家公務員給与等実態調査の「適用俸給表別、性別、最終学歴別
人員」による医療職俸給表（三）適用者の最終学歴は、大学卒8.1%、短大卒
89.9%、高校卒2.0%であるのに対し、本学は大学卒61.9%、短大卒38.1%、高
校卒0.0%であり、国と比べて初任給決定基準学歴が高いこと、同調査の「適
用俸給表別、級別（最終学歴別）人員」による医療職俸給表（三）適用者の
１級（准看護師）の構成割合は2.4%であるのに対し、本学は0.0％であること
など、これらが対国家公務員指数を上回った要因と考えられる。

給与水準の妥当性の
検証

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 32.3%】
（国からの財政支出額43,990百万円、支出予算の総額136,263百万円：令
和5年度予算）
【累積欠損額 0円(令和4年度決算)】
【検証結果】
指標は国の水準以上となっているが、上記の要因を勘案すると適切である。

講ずる措置
今後も国の給与水準を参考にしつつ、本学の現在及び将来の財務状況

を考慮した上で、引き続き適正な給与水準の維持に努めていきたい。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業

員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））

当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、対国家公務員指数
が全て100を上回っていることについての理由の説明及び給与水準の妥当
性の検証結果から、国と職員構成が異なること等を考慮すると、適切な対応
が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただ
きたい。
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４ モデル給与

５ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

（扶養親族がいない場合）
① 事務・技術職員

〇 22歳（大卒初任給）
月額 196,200 円 年間給与 3,222,000 円

〇 35歳（主任）
月額 306,570 円 年間給与 5,102,000 円

〇 50歳（係長）
月額 398,640 円 年間給与 6,722,000 円

② 教育職員（大学教員）
〇 27歳（助教）（大学院卒初任給）

月額 331,980 円 年間給与 5,524,000 円

〇 35歳（助教）
月額 367,840 円 年間給与 6,121,000 円

〇 50歳（准教授）
月額 497,640 円 年間給与 8,391,000 円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、
子１人につき10,000円）を支給

当法人においては、承継職員の教員の一部を年俸制とし、平成
26年度より業績給を導入した。令和2年度からは教員の業績評価
制度及び新たな年俸制制度を創設しており、業績給の支給に当
たっては、本学が定める業績評価基準に基づき、標準の評価と比
べ、年間で最大31%の業績給の増加が見込まれる。

19



Ⅲ 総人件費について

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

・

・

Ⅳ その他

注： 「非常勤役職員等給与」においては、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に
係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「（１８）
役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

退職手当支給額
2,530,810 1,549,031

区 分

給与、報酬等支給総額
33,038,741 33,333,560

福利厚生費

最広義人件費
60,602,360 60,225,102

7,463,580 7,566,020

事務・技術職員及び医療職員（病院看護師）等の定年年齢は61
歳、教育職員（大学教員）の定年年齢は65歳である。事務・技術
職員及び医療職員（病院看護師）等については、令和5年4月1日
に定年年齢を60歳から61歳に引き上げた。定年年齢の引上げに
伴い、事務・技術職員及び医療職員（病院看護師）等について
は、60歳に達した管理監督職の職員は非管理監督職に降任する
制度を設けているほか、職員の基本給について60歳に達した年
度の次の年度から7割水準とすることとした。

「給与、報酬等支給総額」は、令和5年度に実施した人事院勧告
による給与改定（基本給表の改定や期末・勤勉手当支給率の引
上げ）等により、全体として対前年度比0.9％増となった。

「最広義人件費」は、「給与、報酬等支給総額」の増加（対前年度
比0.9％増）や承継外職員の給与支給総額の増加等による「非常
勤役職員等給与」の増加（対前年度比1.2%増）、法定福利費の負
担金の増加等による「福利厚生費」の増加（対前年度比1.4%増）の
一方で、常勤教員の支給人員の減少等による「退職手当支給額」
の減少（対前年度比38.8％減）等により、全体として対前年度比
0.6％減となった。

非常勤役職員等給与
17,569,229 17,776,492

20


	Ⅰ 役員報酬等について
	Ⅱ 職員給与について
	Ⅲ 総人件費について
	Ⅳ その他



